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△

その他有価証券評価差額金

　　貸　　借　　対　　照　　表　　

平成３０年３月３１日現在

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 18,279,928 流 動 負 債 10,596,236

現 金 預 金 431,565 営 業 未 払 金 8,023,928

受 取 手 形 533,162 未 払 金 776,561

営 業 未 収 金 9,085,939 未 払 費 用 331,329

未 収 入 金 207,236 親 会 社 未 払 金 297,713

未 収 法 人 税 等 18,407 未 払 法 人 税 等 146,401

親 会 社 未 収 入 金 33,363 未 払 消 費 税 等 419,246

貯 蔵 品 67,289 預 り 金 567,133

前 払 費 用 278,008 そ の 他 33,921

短 期 貸 付 金 7,564,331

繰 延 税 金 資 産 51,549 固 定 負 債 1,304,725

そ の 他 22,879 退 職 給 付 引 当 金 1,129,853

貸 倒 引 当 金 13,805 役員退職慰労引当金 22,300

固 定 資 産 14,534,222 そ の 他 152,572

有 形 固 定 資 産 11,530,183

車 両 591,680

建 物 3,781,845 負 債 合 計 11,900,961

構 築 物 221,197 （ 純 資 産 の 部 ）

機 械 装 置 313,811 株 主 資 本 20,268,255

工 具 器 具 備 品 92,260 資 本 金 100,000

土 地 6,493,655 資 本 剰 余 金 434,846

建 設 仮 勘 定 35,733 資 本 準 備 金 25,846

無 形 固 定 資 産 104,681 そ の 他 資 本 剰 余 金 409,000

借 地 権 834 利 益 剰 余 金 19,733,408

電 話 加 入 権 98,484 利 益 準 備 金 103,320

そ の 他 5,362 そ の 他 利 益 剰 余 金 19,630,087

投 資 そ の 他 の 資 産 2,899,357 固定資産圧縮積立金 662,326

投 資 有 価 証 券 1,468,755 別 途 積 立 金 15,000,000

関 係 会 社 株 式 43,300 繰 越 利 益 剰 余 金 3,967,761

繰 延 税 金 資 産 495,795 評 価 ・ 換 算 差 額 等 644,934

そ の 他 922,205 644,934

貸 倒 引 当 金 30,699 純 資 産 合 計 20,913,189

負 債 ・ 純 資 産 合 計 32,814,151資 産 合 計 32,814,151



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 ・・・ 移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

　市場価格のあるもの ・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　市場価格のないもの ・・・ 移動平均法に基づく原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　　燃　料 ・・・ 移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

　　　　　その他 ・・・ 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

建物は定額法、その他の有形固定資産については定率法を採用しております。

（２）無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処

理しております。

　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

（３）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．その他計算書類の作成ための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（２）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

個　別　注　記　表



（貸借対照表に関する注記）

１．資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 18,450,165 千円

２．保証債務等

　　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 33,562 千円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 7,931,512 千円

短期金銭債務 962,041 千円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売上高 5,593,704 千円

　仕入高 8,915,877 千円

営業取引以外の取引高 127,989 千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

　１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産の主な発生原因は、退職給付引当金の否認 663,172千円であり、繰延税金負債の主な発生原因は、圧縮

　記帳積立金350,522千円であります。

　　評価性引当額は1,571,366千円であります。

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用についてはグループファイナンスの基本契約に基づくCMS（統括会社がグループ企業の資金調達・

運用を代行し、資金の効率化を目的としたシステム）により資金を調達しております。

受取手形及び営業未収金に係る顧客の信用リスクは、債権管理マニュアルに沿って低減を図っております。また、

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。

２．金融商品の時価に関する事項

平成30年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りです。

（注１）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注２）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（単位：株）

前事業年度末 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

発行済株式 普通株式 10,179,800 ― ― 10,179,800

株式の種類

（単位：千円）

431,565 431,565 ―

533,162 533,162 ―

9,085,939 9,085,939 ―

207,236 207,236 ―

1,173,136 1,173,136 ―

(8,023,928) (8,023,928) ―

(776,561) (776,561) ―

(567,133) (567,133) ―

貸借対照表
計上額

時価 差額

(1)現金及び預金

(2)受取手形

(3)営業未収金

(4)未収入金

(5)投資有価証券

(6)営業未払金

(7)未払金

(8)預り金



（１）現金及び預金、（２）受取手形、（３）営業未収金及び（４）未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（５）投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（６）営業未払（７）未払金、（８）預り金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（注３）非上場株式（貸借対照表計上額 295,619千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積

　　　　もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢（５）投資有価証券｣には含

　　　　めておりません。　

（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社

（単位：千円）

資金の援助  資金の貸付 3,742,599 短期貸付金

 役員の兼任  （注１）

利息の受取 35 -

（注１）

資金の借入 -

（注２）

利息の支払 - -

（注２）

上記金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、

　　　　担保は受け入れておりません。取引金額は年間の平均残高を記載しております。

（注２）資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、借入期間は

　　　　１０日としております。なお、担保は提供しておりません。取引金額は年間の平均残高を記載して

　　　　おります。

２．兄弟会社等

（単位：千円）

運送の委託  運送収入 4,081,480 営業未収金

 運送の受託  （注１）

 役員の兼任 運賃の支払 2,662,377 営業未払金

（注１）

上記金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）運送料金等については、輸送原価に適正な利益を上乗せし、決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 2,054円 38 銭

１株当たり当期純利益 305円 71 銭

（当期純損益金額）

　　当期純利益　3,112,092千円

属　性 会社等の名称
議決権等の所有

( 被 所 有 ) 割 合
関連当事者との関係  取引の内容 取引金額 期末残高

親会社 セイノーホールディングス㈱ 被所有
　直接100.00％

7,544,767

-

-

会社等の名称
議決権等の所有

( 被 所 有 ) 割 合
関連当事者との関係  取引の内容 取引金額

科目

科目 期末残高

親会社の子会社 西濃運輸㈱ なし 212,253

40,749

属　性


